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三重・愛知 全国・海外

主な出来事

三重県は、2009年から2014年に実施される「美し国おこし・三重」の概算事業費が31～36億円にな
ることを発表しました。その内容としては、文化力を活かした自立・持続可能な地域づくりを主な目的
に、①自発的な地域づくりグループを発掘・育成すること、②自立性・持続性を高める仕組みをつくるこ
と、③多彩な催しを展開することで地域の魅力や価値を向上させ、その成果を情報発信すること、の3つ
の取組を柱に事業を進めることにしています。これらの取組を通じて、三重県全体の活力が向上し、魅力
のある地域になっていくことが期待されます。

三重県が「美し国おこし・三重」の概算事業費を発表

三重・愛知 全国・海外
●国税庁が平成20年分の路線価を公表。津市や四日
市市の最高路線価が16年ぶりに上昇に転じた一
方、三重県全体は16年連続で下落。〈7/1〉

●四日市商工会議所が、主にフリーターやニートの職
業能力の向上を図ることを目的に、「三重県地域
ジョブカードセンター」を開設。同日、業務を開始。
〈7/7〉

●全国漁業協同組合連合会などが、燃料高騰による窮
状を政府に訴えようと、全国一斉に休漁を実施。三
重県内でも40組合約１万隻が休漁。〈7/15〉

●名古屋税関は、2008年上半期の管内輸出総額が
1999年の下半期以来の前年割れとなったことを発
表。〈7/25〉

●東海財務局津財務事務所は、三重県内の経済情勢に
ついて、8ヵ月ぶりに景況判断を下方修正。〈7/30〉

●三重県が推奨している環境マネジメントシステム
「M-EMS（ミームス）」の認定事業所数が、四日市商
工会議所の認証をもって、100件に到達。〈9/1〉

●四日市市の海上アクセス事業をめぐり、事業者の
YALは、国土交通省中部運輸局に、四日市ー中部国際
空港間の航路の廃止届を提出。〈9/5〉

●2010年開催のCOP10に向けて、生物多様性保全策
について議論する「アジア太平洋環境会議」（エコア
ジア2008）が、名古屋市内で開催される。〈9/13〉

●三重県が2008年地価調査の結果を発表。県内住宅
地は16年連続で、商業地については17年連続で下
落。〈9/18〉

●三重県が県内企業の景況調査を発表。全産業の景況
感DIは、原油高を主因に、6四半期連続でマイナス
に。〈9/24〉

●三重県や三重大学などが、津市で医療や健康、福祉
産業の創出と集積を目指す「みえメディカルバレー
フォーラム2008」を開催。〈8/8〉

●三重県は、地域づくりの取組「美し国おこし・三重」の
事業について、平成20年度から平成26年度までの事
業費が最大で36億円となる見通しを発表。〈8/12〉
●国土交通省が全国一級河川の清流度を示す河川ラ
ンキングを発表。宮川が2年連続で全国1位を獲得。
〈8/12〉

●新名神高速道路の建設予定地のうち、四日市市下野
地区1.7キロで中日本高速道路と同市北山町の設計
協議が合意に達し、調印式を実施。〈8/20〉

●東京で開催された全国知事会の第一回先進政策創
造会議で、三重県の「みえ次世代育成応援ネット
ワーク」事業が優秀政策として選定。〈8/27〉

●欧州中央銀行（ECB）は、定例理事会を開催。インフ
レ抑制姿勢を鮮明にする形で、政策金利を現行の年
4.0％から年4.25％に引上げ。〈7/3〉

●日経平均株価が、世界的な景気減速懸念の高まりや
原油価格の高騰を背景に、54年ぶりに12日連続で
下落。〈7/4〉

●北海道洞爺湖サミットが開幕。温室効果ガスの削減
や食糧問題、原油価格の高騰などについて協議し、9
日に閉幕。〈7/7〉

●旧日本長期信用銀行による粉飾決算事件で、最高裁
は証券取引法違反などの罪を問われた元頭取など3
人の上告審で、逆転無罪の判決。〈7/18〉

●ジュネーブで開催のWTO新多角的貿易交渉の閣僚会
合は、緊急輸入制限措置の発動条件をめぐって、発展
途上国と米国等の間で交渉が決裂し、閉会。〈7/29〉

●福田首相が、ねじれ国会を背景とした政策遂行の困
難さを主な理由に辞任を発表。〈9/1〉

●米国政府は、経営難に陥ったファニーメイとフレ
ディマックを、公的資金の注入など抜本的な救済策
を通じて、事実上、政府の管理下に置くことを決定。
〈9/7〉

●米・証券4位のリーマン・ブラザーズは、米連邦破産
法11条の適用を申請し、経営破綻。資産規模でみれ
ば、米国史上最大の倒産に。〈9/15〉

●日米欧などの主要6中央銀行は、米・金融危機に対応
するため、総額1,800億ドルの米ドル資金を市場に
供給する共同声明を発表。〈9/18〉

●自民党の麻生総裁が第92代内閣総理大臣に選出さ
れ、新内閣が同日発足。〈9/24〉

（2008年7～9月）

2008.1024

●福田首相が就任後初めてとなる大規模な内閣改造
を実施。自民党の役員人事も、同時に発表。〈8/1〉

●第29回夏季オリンピックが北京で開幕。史上最多
の204の国と地域が参加。24日に閉幕し、日本のメ
ダル獲得数は、25個に。〈8/8〉

●日本銀行が、8月の金融政策決定会合で景気の現状
判断を約10年ぶりに「停滞している」と決定。わが
国景気の後退局面入りを事実上認定。〈8/19〉

●トヨタ自動車が、2009年におけるグループ全体の
世界販売計画を、当初の1,040万台から970万台に
下方修正することを正式に発表。〈8/28〉

●政府は、物価高や景気減速の対応を柱とした総合経
済対策を決定。融資枠の拡大など財政支出を伴わな
い対策も含めた事業規模は11兆7,000億円に。
〈8/29〉

（平成20年10月1日現在）
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